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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：平成３０年１１月６日（平成３０年（行個）諮問第１９９号） 

答申日：令和２年３月２３日（令和元年度（行個）答申第１６２号） 

事件名：本人に対する療養補償給付等の不支給決定に係る調査復命書等の一部

開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「決定年月日 平成３０年特定日の不支給決定通知 特定番号に関わる，

申請者 特定市 特定個人の診断書及び関係書類」に記録された保有個人

情報（以下「本件対象保有個人情報」という。）につき，その一部を不開

示とした決定について，諮問庁がなお不開示とすべきとしている部分につ

いては，別表の４欄に掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は，行政機関の保有する個人情報の保護に関する法

律（以下「法」という。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，平

成３０年５月２８日付け滋労発基０５２８第１号により滋賀労働局長（以

下「処分庁」という。）が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）

について，その取消しを求めるというものである。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求書 

ア 開示された診断書及び関係書類には相当多数の不開示部分があるが，

どの部分を法１４条何号該当として不開示にしたのかが個別に特定さ

れていないので，不開示の理由を明らかにしたことになっていない。 

イ 不開示部分を個別に検討するに，法１４条各号に該当しない。 

（中略）特に，労働基準監督署（以下「監督署」という。）が患者

である審査請求人の申述に対応して調査結果を記載した部分，診察・

治療にかかわった主治医等に照会した回答等を踏まえて監督署が調査

結果を記載した部分，また，審査請求人にかかる特定疾病等の傷病に

つき主治医等に照会して得られた意見中「診断根拠」「治療経過」等

を回答した部分は，患者（審査請求人）が自ら主治医等に照会し，回

答を得られるべき患者の自己情報ともいうべき情報（実質的に患者が

開示を受けられるカルテ記載と同質の情報）であり，これを不開示と
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されることは承服できない。これらの不開示部分は，本件開示決定通

知書記載の理由によれば，法１４条１号，２号又は７号柱書きに該当

するようであるが，本件開示請求に対しては，不開示の理由とするこ

とはできないと考える。 

本件開示請求は，審査請求人が特定疾病を発症したと同人自身が自

認した上で，その経緯・因果関係・心理的負荷の程度を精査して労災

該当の有無を検討するための開示請求であって，開示されるべき情報

はそのための重要な情報である。このような開示請求の目的からして

も不開示理由は承服できない。 

敷衍すれば，審査請求人である患者がカルテ等の情報を請求できる

制度に鑑みて，法１４条１号を理由とすることは，本件にあっては

（審査請求人が特定疾病を自認しているから更に）「生命，健康，生

活又は財産を害する情報」にあたるとはいえず，失当である。 

法１４条２号該当性についても，監督署が認定した調査結果や主治

医等の判断根拠等の見解は，同条２号ただし書イに該当するというべ

きである。 

さらに，法１４条７号柱書き該当性についても，「開示することに

より，（中略）当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

がある」とは言えない。むしろ，労災給付の不支給に対して審査請求

制度が採用されている趣旨に鑑みれば，不支給の決定がどのような根

拠・理由をもって適正になされたかを透明性をもって審査請求人に示

すためにも，開示すべき情報である。 

 （別紙 略） 

 （２）意見書 

    諮問庁から提出された理由説明書（下記第３の３）に対して意見を述

べる。 

   ア 本件審査請求の経緯に争いはないものの，諮問庁が不開示を維持す

るとしている情報について，不開示は妥当ではない。そこで，諮問庁

が理由説明書及び同別表により，不開示を維持する部分についての法

１４条各号該当性を主張している部分につき，反論を述べる。 

   イ 具体的には，諮問庁が不開示を維持するとしている部分全てにつき

諮問庁の主張する法１４条各号の「該当性を争う」ほか，文書２６

（診療録等４）については，「審査請求人は事故の病状を診断書によ

り，又はカルテ等の開示請求により診療録等の内容を知り得る立場で

あり，同条１号に該当するとはいえない。他の号の該当性についても

「おそれ」の拡大解釈であり，不当である。」 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求の経緯 
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（１）審査請求人は，平成３０年３月２３日付け（同月２８日受付）で処分

庁に対し，法の規定に基づき本件対象保有個人情報の開示請求を行った。 

（２）これに対して処分庁が一部開示の原処分を行ったところ，審査請求人

はその取消しを求めて，平成３０年８月６日付け（同月８日受付）で本

件審査請求を提起したものである。 

２ 諮問庁としての考え方 

本件審査請求について，原処分における不開示部分のうち一部を新たに

開示した上で，その余の部分については，不開示とすることが妥当である

と考える。 

３ 理由 

（１）本件対象保有個人情報の特定について 

（略） 

（２）不開示情報該当性について 

本件対象保有個人情報のうち，別表の３欄に掲げる部分の不開示情報

該当性は，以下のとおりである。 

ア 法１４条１号の不開示情報 

  文書番号２６の不開示部分は，審査請求人の診療内容に関する情報

等であり，開示することにより審査請求人の生命，健康，生活又は財

産を害するおそれがあるため，法１４条１号に該当し，不開示とする

ことが妥当である。 

イ 法１４条２号の不開示情報 

（ア）文書番号１①，２①，３①，５①，９①，１３，１５①，１７，

１８，１９①，２０①，２１①，２２①，３０，４２①，４３ない

し４８，５２①，５３①，５５①，５６，６０①，６１①，６３，

６４①，６５①，６７①及び６８①の不開示部分は，審査請求人以

外の住所，氏名など，審査請求人以外の個人に関する情報であって，

特定の個人を識別することができるものであるため，法１４条２号

本文に該当し，同号ただし書イからハまでのいずれにも該当しない

ため，不開示とすることが妥当である。  

（イ）文書番号１②，２②，１５②，１９②，２０②，２１②，２２②，

３２，４０，４２②，５２②，６０②，６１②，６４②，６５②，

６６及び６８②の不開示部分は，特定監督署の調査官等が本件労災

請求に係る処分を行うにあたり，審査請求人以外の特定の個人から

聴取をした内容等である。聴取内容等に関する情報が開示された場

合には，被聴取者等が不当な干渉を受けることが懸念され，その権

利利益を害するおそれがある。このため，当該部分は，法１４条２

号本文に該当し，同号ただし書イからハまでのいずれにも該当しな

いため，不開示とすることが妥当である。 
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ウ 法１４条３号イの不開示情報 

（ア）文書番号５②，９②，１１，２８，５３②，５５②，６１③，６

４③，６７②及び６８③の不開示部分は，特定事業場等の印影であ

る。印影は，書類の真正を示す認証的な機能を有する性質のもので

あり，かつ，これにふさわしい形状のものであることから，これら

の情報が開示された場合には，偽造により悪用されるおそれがある

等，当該事業場の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するお

それがある。このため，当該部分は，法１４条３号イに該当し，不

開示とすることが妥当である。 

（イ）文書番号１③，２③，３②，２６，３２，４０，４９，５８及び

５９の不開示部分は，特定事業場の業務内容に関する情報等であり，

当該事業場等が一般に公にしていない内部情報である。事業場の内

部情報が開示された場合には，当該事業場が，当該内容に不満を抱

いた労災請求人等から不当な干渉を受けることが懸念され，当該事

業場の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある。

このため，当該部分は，法１４条３号イに該当し，不開示とするこ

とが妥当である。 

（注）上記の下線部については，諮問庁に確認の上，当審査会事務局

において訂正した。 

エ 法１４条７号柱書きの不開示情報 

（ア）文書番号１②，２②，１５②，１９②，２０②，２１②，２２②，

４２②，５２②，６０②，６１②，６４②，６５②，６６及び６８

②の不開示部分は，特定監督署の調査官等が本件労災請求に係る処

分を行うに当たり，審査請求人以外の特定個人から聴取した内容等

である。（中略）これらの情報を開示すると，被聴取者が心理的に

大きな影響を受け，被聴取者自身が把握・認識している事実関係に

ついて申述することをちゅうちょし，労災請求人側，事業場側いず

れか一方に不利になる申述を意図的に忌避するといった事態が発生

し，公正で的確な労災認定を実施していく上で必要不可欠な事実関

係についての客観的申述を得ることが困難になるおそれがあり，監

督署における労災認定等の事務処理の適正な遂行に支障を及ぼすお

それがある。このため，当該部分は，法１４条７号柱書きに該当し，

不開示とすることが妥当である。 

（イ）文書番号３②，２６，３２，４０，４９及び５９の不開示部分は，

特定事業場の業務内容に関する情報等であり，当該事業場等が一般

に公にしていない内部情報である。（中略）これらの情報は，守秘

義務により担保された労災補償行政に対する信頼に基づき，当該事

業場に理解と協力を求めた上で得られたものであるから，これを開
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示すると，このことを知った事業場だけでなく関係者の信頼を失い，

労災認定の調査への協力をちゅうちょさせることとなり，公正で的

確な労災認定を実施していく上で必要な事実関係を把握することが

困難となり，監督署における労災認定等の事務処理の適正な遂行に

支障を及ぼすおそれがある。このため，当該部分は，法１４条７号

柱書きに該当し，不開示とすることが妥当である。 

４ 結論 

以上のとおり，本件対象保有個人情報については，原処分における不開

示部分のうち一部を新たに開示した上で，別表の３欄に掲げる情報につい

ては，原処分を維持して不開示とすることが妥当であるものと考える。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成３０年１１月６日  諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同月２９日       審議 

   ④ 同年１２月７日     審査請求人から意見書を収受 

⑤ 令和２年２月１０日   委員の交代に伴う所要の手続の実施，本

件対象保有個人情報の見分及び審議 

   ⑥ 同月１９日       審議 

   ⑦ 同年３月１８日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象保有個人情報について 

本件対象保有個人情報は，具体的には，別表の１欄に掲げる文書番号１

ないし文書番号６８の各文書に記録された保有個人情報である。 

処分庁は，本件対象保有個人情報の一部について，法１４条１号，２号，

３号イ及び７号柱書きに該当するとして不開示とする原処分を行ったとこ

ろ，審査請求人は不開示部分の開示を求めている。 

これに対して，諮問庁は，諮問に当たり，原処分における不開示部分の

一部を新たに開示することとするが，その余の部分（別表の３欄に掲げる

部分）については，なお不開示とすることが妥当としていることから，本

件対象保有個人情報を見分した結果を踏まえ，以下，諮問庁がなお不開示

とすべきとしている部分の不開示情報該当性について検討する。 

２ 不開示情報該当性について 

（１）開示すべき部分（別表の４欄に掲げる部分）について 

ア 文書番号１②，２②及び２０②について 

当該部分は，特定監督署の依頼に基づき医師が提出した意見書の内

容であり，法１４条２号本文前段に規定する開示請求者以外の個人に

関する情報であって，特定の個人を識別することができるものに該当



  

 6 

するが，原処分において開示されている情報と同様の内容であり，審

査請求人が知り得る情報と認められることから，同号ただし書イに該

当すると認められる。 

また，同様の理由により，これを開示しても，労働基準監督機関が

行う労災認定の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとも認

められない。 

  したがって，当該部分は，法１４条２号及び７号柱書きのいずれに

も該当せず，開示すべきである。 

イ 文書番号３②，４９及び５９について 

当該部分は，特定監督署の依頼により特定医療機関から提出された

審査請求人についての診断書等及びその資料件名であるが，原処分に

おいて開示されている情報と同様の内容又は諮問庁が諮問に当たり新

たに開示することとしている情報から推認し得る情報であり，審査請

求人が知り得る情報と認められる。このため，これを開示しても，当

該事業場の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあ

るとは認められず，労働基準監督機関が行う労災認定の事務の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあるとも認められない。 

したがって，当該部分は，法１４条３号イ及び７号柱書きのいずれ

にも該当せず，開示すべきである。 

ウ 文書番号１７，２０①，２２①，３０，４４，４５，５３①，５５

①，６３，６４①，６５①，６７①及び６８①について 

当該部分は，審査請求人以外の個人の氏名，署名及び印影であり，

法１４条２号本文前段に規定する開示請求者以外の個人に関する情報

であって，特定の個人を識別することができるものに該当するが，原

処分において開示されている情報又は諮問庁が諮問に当たり新たに開

示することとしている情報と同様の内容であり，審査請求人が知り得

る情報と認められることから，同号ただし書イに該当すると認められ

る。 

  したがって，当該部分は，法１４条２号に該当せず，開示すべきで

ある。 

エ 文書番号２６について 

当該部分は，審査請求人の診療録等であるが，原処分において開示

されている情報と同様の内容であり，審査請求人が知り得る情報と認

められる。これらは，審査請求人の生命，健康，生活又は財産を害す

るおそれがある情報とは認められず，また，これを開示しても，特定

医療機関の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあ

るとは認められず，労働基準監督機関が行う労災認定の事務の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあるとも認められない。 
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したがって，当該部分は，法１４条１号，３号イ及び７号柱書きの

いずれにも該当せず，開示すべきである。 

オ 文書番号４０について 

当該部分は，審査請求人の主治医から転院先の医療機関に対し送付

された審査請求人に係る診療情報の報告内容であり，法１４条２号本

文前段に規定する開示請求者以外の個人に関する情報に該当するが，

審査請求人が知り得る情報と認められることから，同号ただし書イに

該当すると認められる。 

また，これを開示しても，特定医療機関の権利，競争上の地位その

他正当な利益を害するおそれがあるとは認められず，また，労働基準

監督機関が行う労災認定の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あるとも認められない。 

したがって，当該部分は，法１４条２号，３号イ及び７号柱書きの

いずれにも該当せず，開示すべきである。 

カ 文書番号５８について 

当該部分には，審査請求人が勤務していた特定事業場に関する内部

情報が記載されているが，原処分において開示されている情報から推

認し得る情報であり，審査請求人が知り得る情報と認められる。この

ため，これを開示しても，当該事業場の権利，競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれがあるとは認められない。 

したがって，当該部分は，法１４条３号イに該当せず，開示すべき

である。 

キ 文書番号６１②及び６６について 

当該部分は，審査請求人の主治医が共済組合の求めに応じて提出し

た審査請求人の傷病についての回答書であり，法１４条２号本文前段

に規定する開示請求者以外の個人に関する情報に該当するが，審査請

求人が知り得る情報と認められることから，同号ただし書イに該当す

ると認められる。 

また，同様の理由により，これを開示しても，労働基準監督機関が

行う労災認定の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認

められない。 

したがって，当該部分は，法１４条２号及び７号柱書きのいずれに

も該当せず，開示すべきである。 

（２）その余の部分（別表の４欄に掲げる部分を除く部分）について 

  ア 法１４条２号該当性について 

（ア）文書番号１①及び２①は，「事業場以外における当該労働者との

相関図」欄に記載された関係者の氏名，生年月日及び審査請求人と

の関係性であり，かつ，被聴取者には○印が記載されている。 
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関係者の氏名，生年月日及び審査請求人との関係性並びに被聴取

者であることを示す○印の有無は，一体として法１４条２号本文前

段に規定する開示請求者以外の個人に関する情報であって，特定の

個人を識別することができるものに該当し，同号ただし書イないし

ハのいずれにも該当する事情は認められない。 

また，当該部分は一体として個人識別部分であることから，法１

５条２項による部分開示の余地もない。 

したがって，当該部分は，法１４条２号に該当し，不開示とする

ことが妥当である。 

（イ）文書番号３①，５①，９①，１３（作業者名欄部分），１５①，

４３（４頁部分），５２①，６１①（１７頁部分），６３（１７頁部

分）及び６４①（９９頁及び１１５頁部分）は，聴取書及び事業場

提出資料等に記載された審査請求人以外の個人の氏名，職業，電話

番号，メールアドレス，住所，生年月日，署名，印影及び本人確認

書類の記載内容である。これらは，それぞれ法１４条２号本文前段

に規定する開示請求者以外の個人に関する情報であって，特定の個

人を識別することができるものに該当し，同号ただし書イないしハ

のいずれにも該当する事情は認められない。 

また，当該部分は，氏名等個人識別部分であることから，法１５

条２項による部分開示の余地もない。 

したがって，当該部分は，法１４条２号に該当し，不開示とする

ことが妥当である。 

（ウ）文書番号１３（上記（イ）を除く。）は，労働時間個人明細及び

賃金台帳に記載された審査請求人以外の第三者の氏名，ＩＤ番号，

労働時間，時給単価及び賃金額である。これらは，行ごとに一体と

して法１４条２号本文前段に規定する開示請求者以外の個人に関す

る情報であって，特定の個人を識別することができるものに該当し，

同号ただし書イないしハのいずれにも該当する事情は認められない。 

次に，法１５条２項による部分開示について検討すると，当該部

分のうち，氏名等個人識別部分については部分開示の余地はなく，

その余の部分である労働時間，時給単価及び賃金額に関する情報は，

通常他人に知られたくない情報であり，これを開示すると，審査請

求人以外の個人の権利利益を害するおそれがないとは認められない

ことから，部分開示できない。 

したがって，当該部分は，法１４条２号に該当し，不開示とする

ことが妥当である。 

（エ）文書番号１８，１９①，２１①，２２①，４２①，４３（上記

（イ）を除く。），４６，６１①（上記（イ）を除く。），６３（上記
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（イ）を除く。），６４①（上記（イ）を除く。），６７①及び６８①

は，審査請求人以外の個人の署名及び印影であり，法１４条２号本

文前段に規定する開示請求者以外の個人に関する情報であって，特

定の個人を識別することができるものに該当する。 

個人の署名及び印影については，当該個人の氏名を審査請求人が

知り得るとしても，署名及び印影まで開示する慣行があるとは認め

られないため，法１４条２号ただし書イに該当せず，同号ただし書

ロ及びハのいずれにも該当する事情は認められない。 

また，当該部分は，個人識別部分であることから，法１５条２項

による部分開示の余地もない。 

したがって，当該部分は，法１４条２号に該当し，不開示とする

ことが妥当である。 

（オ）文書番号４７，４８，５６及び６０①は，滋賀労働局の地方労災

医員の署名及び印影であり，法１４条２号本文前段に規定する開示

請求者以外の個人に関する情報であって特定の個人を識別すること

ができるものに該当する。 

地方労災医員の氏名は，「各行政機関における公務員の氏名の取

扱いについて」（平成１７年８月３日付け情報公開に関する連絡会

議申合せ）における「職務遂行に係る情報に含まれる当該職員の氏

名」に該当し，特段の支障の生ずるおそれがある場合を除き，開示

することとされているが，署名及び印影についてまで開示する慣行

があるとは認められないことから，法１４条２号ただし書イに該当

せず，同号ただし書ロ及びハに該当する事情も認められない。 

また，当該部分は，個人識別部分であることから，法１５条２項

による部分開示の余地もない。 

したがって，当該部分は，法１４条２号に該当し，不開示とする

ことが妥当である。 

イ 法１４条３号イ該当性について 

（ア）文書番号１③，２③及び５８は，一般に公にされていない特定

事業場の内部情報であり，審査請求人が知り得る情報であるとは

認められない。また，これを開示すると，当該事業場の権利，競

争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められる。 

したがって，当該部分は，法１４条３号イに該当し，不開示とす

ることが妥当である。 

   （イ）文書番号５②，９②，１１，２８，５３②，５５②，６１③，６

４③，６７②及び６８③は，特定医療機関並びに特定事業場及びそ

の代表者の印影である。当該印影は，書類の真正を示す認証的な機

能を有する性質のものであり，かつ，これにふさわしい形状のもの
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であると認められることから，これを開示すると，当該組織の権利，

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められる。 

したがって，当該部分は，法１４条３号イに該当し，不開示とす

ることが妥当である。 

   ウ 法１４条２号及び７号柱書き該当性について 

（ア）文書番号１②及び２②のうち，特定監督署の担当官が聴取した審

査請求人以外の第三者の職氏名は，法１４条２号本文前段に規定す

る開示請求者以外の個人に関する情報であって，特定の個人を識別

することができるものに該当し，同号ただし書イないしハのいずれ

にも該当する事情は認められない。 

また，当該部分は，個人識別部分であることから，法１５条２項

による部分開示の余地もない。 

したがって，当該部分は，法１４条２号に該当し，同条７号柱書

きについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

（イ）文書番号１②（上記（ア）を除く。），２②（上記（ア）を除く。），

１５②，１９②，２０②，２１②，２２②，４２②，５２②，６０

②，６１②，６４②，６５②及び６８②（１２４頁を除く。）は，

特定監督署の担当官が審査請求人以外の第三者から聴取した内容及

び監督署の求めに応じて提出された医師の意見である。 

これらを開示すると，被聴取者等が，労災給付請求者である審査

請求人からの批判等を恐れ，自身が認識している事実関係等につい

て直接的な申述を行うことをちゅうちょし，労災給付請求者側又は

事業場側いずれか一方に不利になる申述を意図的に忌避するなど，

正確な事実関係の把握が困難となるおそれがあり，労働基準監督機

関が行う労災認定の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

と認められる。 

したがって，当該部分は，法１４条７号柱書きに該当し，同条２

号について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

（ウ）文書番号６８②（１２４頁部分）は，診療録等に記載された審査

請求人以外の個人の職氏名及び審査請求人以外の個人から聴取した

内容であり，一体として法１４条２号本文前段に規定する開示請求

者以外の個人に関する情報であって，特定の個人を識別することが

できるものに該当し，同号ただし書イないしハのいずれにも該当す

る事情は認められない。 

次に，法１５条２項による部分開示について検討すると，当該部

分のうち，氏名等個人識別部分については部分開示の余地はなく，

その余の部分については，これを開示すると，審査請求人以外の個

人の権利利益が害されるおそれがないとは認められないことから，



  

 11 

部分開示できない。 

したがって，当該部分は，法１４条２号に該当し，同条７号柱書

きについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

  エ 法１４条１号，３号イ及び７号柱書き該当性について 

文書番号２６は，審査請求人の診療録等であるが，当審査会事務局

職員をして諮問庁に対し確認させたところ，当該診療録等を提出した

医療機関から，「（審査請求人である）患者との治療関係に多大なる影

響を及ぼす可能性が高い」ため，「特定診療科外来診療録全て（診断

書等含む）」が開示されることについて支障がある旨の意見書が提出

されているとのことである。 

そこで，当審査会において，諮問庁から当該意見書の提示を受けて

確認したところ，諮問庁の説明のとおり記載されていることが確認さ

れた。 

一方，審査請求人は，意見書に添付した別表において，審査請求人

は，自己の病状を診断書により，またはカルテ等の開示請求により診

療録等の内容を知り得る立場にある旨主張するにとどまっており，当

該部分の記載内容も考慮すると，当該部分を開示することにより，審

査請求人の生命，健康，生活又は財産を害するおそれがある旨の諮問

庁の説明は否定できない。 

したがって，当該部分は，法１４条１号に該当し，同条３号イ及び

７号柱書きについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当で

ある。 

   オ 法１４条３号イ及び７号柱書き該当性について 

文書番号５９は，特定医療機関の医師が作成した審査請求人に係る

診断書であるが，上記エにおいて不開示とすることが妥当であるとし

ている情報と同様の内容と認められる。このため，これを開示すると，

このことを知った特定医療機関だけでなく関係事業者の信頼を失い，

労災認定の調査への協力をちゅうちょさせることとなるなど，正確な

事実関係を把握することが困難となり，労働基準監督機関が行う労災

認定の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる。 

したがって，当該部分は，法１４条７号柱書きに該当し，同条３号

イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

カ 法１４条２号，３号イ及び７号柱書き該当性について 

（ア）文書番号４０の３頁部分は，審査請求人以外の個人の署名及び印

影であり，法１４条２号本文前段に規定する開示請求者以外の個人

に関する情報であって，特定の個人を識別することができるものに

該当する。 

個人の署名及び印影については，当該個人の氏名を審査請求人が
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知り得るとしても，署名及び印影まで開示する慣行があるとは認め

られないことから，法１４条２号ただし書イに該当せず，同号ただ

し書ロ及びハに該当する事情も認められない。 

また，当該部分は，個人識別部分であることから，法１５条２項

による部分開示の余地もない。 

したがって，当該部分は，法１４条２号に該当し，同条３号イ及

び７号柱書きについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥

当である。 

（イ）文書番号３２及び文書番号４０（上記（ア）を除く。）は，審査

請求人の診療録等に記載された情報であるが，医師を始めとする関

係者による協議の内容が記載されており，審査請求人が知り得る情

報であるとは認められない。また，これを開示すると，このことを

知った特定医療機関だけでなく関係事業者の信頼を失い，労災認定

の調査への協力をちゅうちょさせることとなるなど，正確な事実関

係を把握することが困難となり，労働基準監督機関が行う労災認定

の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる。 

したがって，当該部分は，法１４条７号柱書きに該当し，同条２

号及び３号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥

当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

 （１）審査請求人は，審査請求書（上記第２の２（１））において，原処分

の理由の提示に不備がある旨主張しているが，原処分においては，不開

示部分についてその理由を確認し得る程度に理由が示されているものと

認められ，理由の提示について，原処分を取り消すべき瑕疵があるとま

では認められない。 

（２）審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断

を左右するものではない。 

４ その他について 

当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，審査請求人は，

特定労働基準監督署長による労災保険給付の不支給決定を不服として，滋

賀労働者災害補償保険審査官に対し労働者災害補償保険法に基づく審査請

求を提起しており，原処分後に，上記労災保険給付に係る審査請求事件に

ついて，同審査官による決定がなされ，審査請求人に対しては既に当該決

定書の送付がなされたとのことであり，また，その後，審査請求人から労

働保険審査会に再審査請求がなされ，審査請求人に対して，当該事件に係

る一連の審査資料がまとめられたいわゆる事件プリントが送付されている

とのことである。 

本件開示請求に係る原処分時においては，当該決定書及び事件プリント
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の内容を審査請求人が知り得る状況ではないが，当該決定書等の送付によ

り，当該決定書等記載の情報については不開示とする事情は失われている

と認められることから，諮問庁の現時点における対応としては，当該決定

書等により審査請求人が知り得る情報については開示することが望ましい。 

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報につき，その一部を法１４条１

号，２号，３号イ及び７号柱書きに該当するとして不開示とした決定につ

いては，諮問庁がなお不開示とすべきとしている部分のうち，別表の４欄

に掲げる部分を除く部分は，同条１号，２号，３号イ及び７号柱書きに該

当すると認められるので，不開示とすることは妥当であるが，別表の４欄

に掲げる部分は，同条１号，２号，３号イ及び７号柱書きのいずれにも該

当せず，開示すべきであると判断した。 

（第３部会） 

  委員 髙野修一，委員 久末弥生，委員 葭葉裕子   
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別表 

１ 

 

文書

番号 

２  対象文

書名 

３ 諮問庁が不開示を維持するとしてい

る部分 

４  左記３のう

ち開示すべき部

分 不開示部分 法１４条各号該

当性 

１

号 

２

号 

３

号

イ 

７

号

柱

書

き 

１ 特定疾病の

業務起因性

判断のため

の調査復命

書 

① ２６頁不開示部分  ○    

② ５頁，６頁，８頁

ないし１０頁，１２頁

ないし１５頁，２１頁

及び２３頁不開示部分 

 ○  ○ １４頁左から２

つ目枠内１０行

目ないし１３行

目 

③ １頁労働者数不開

示部分 

  ○   

２ 医学意見を

求めるにあ

たっての調

査復命書 

① ２６頁不開示部分  ○    

② ７頁，８頁，１０

頁ないし１２頁，１４

頁ないし１７頁，２３

頁及び４１頁不開示部

分 

 ○  ○ １６頁左から２

つ目枠内１０行

目ないし１３行

目 

③ １頁労働者数不開

示部分 

  ○   

３ 資料一覧 ① １頁項番１０の不

開示部分 

 ○    

② １頁項番３３，２

頁２行目不開示部分 

  ○ ○ 全て 
 

４ 療養補償給

付たる療養

の給付請求

書 

－      

５ 労働者災害

補償保険給

付請求書に

おける事業

主証明につ

いて 

① ２頁不開示部分  ○    

② １頁事業場印影   ○   

６ 戸籍謄本等 －      

７ 申立書 －      

８ 被保険者総

合照会 

－      
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９ 業務内容等

についての

報告書 

① １０頁不開示部分  ○    

② ８頁事業主印影   ○   

１０ 就業規則 －      

１１ 健康診断結

果報告書 

１頁ないし３頁印影   ○   

１２ 会社案内 －      

１３ 賃金台帳等 不開示部分全て  ○    

１４ 聴取書１ －       

１５ 聴取書２ ① １頁住所，職業，

氏名，生年月日の数字

部分，４頁１２行目署

名及び印影，５頁及び

６頁不開示部分 

 ○     

② １頁９行目ないし

４頁１１行目不開示部

分（項番を除く。） 

 ○  ○  

１６ 受診歴等 －       

１７ 書類発送の

ご案内 

不開示部分  ○   全て 
 

１８ 意見書１ １頁医師署名及び印影  ○    

１９ 意見書２ ① １頁医師署名及び

印影 

 ○    

② １頁「依頼事項に

かかる意見（検査成績

等）」欄不開示部分，３

頁不開示部分 

 ○  ○  

２０ 意見書３ ① １頁医師署名及び

印影 

 ○   全て 

② １頁「依頼事項に

かかる意見（検査成績

等）」欄不開示部分，３

頁不開示部分 

 ○  ○ １頁「依頼事項

にかかる意見（

検査成績等）」欄

１１行目ないし

１３行目，３頁

９行目ないし１

２行目 

２１ 意見書４ ① １頁医師署名及び

印影 

 ○    

② ３頁，４頁，６頁

及び７頁不開示部分 

 ○  ○  

２２ 意見書５ ① １頁医師氏名及び

印影 

 ○   医師氏名 

② ３頁ないし５頁不  ○  ○  
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開示部分 

２３ 診療録等１ －      

２４ 診療録等２ －      

２５ 診療録等３ －      

２６ 診療録等４ 不開示部分全て ○  ○ ○ ３頁ないし３３

頁 

２７ 診療録等５ －      

２８ 

 

休業補償給

付支給請求

書等 

１頁，７頁，８頁，１

１頁及び１２頁事業場

印影 

  ○   

２９ 診療録等６ －      

３０ 診療録等７ １頁印影  ○   全て 

３１ 看護計画等 －      

３２ コミュニケ

ーションシ

ート 

９頁，１１頁及び２４

頁ないし２６頁不開示

部分 

 ○ ○ ○  

３３ 父親に渡し

た分の書類 

－      

３４ カンファレ

ンス記録用

紙等 

－      

３５ フローシー

ト 

－      

３６ 診療録等８ －      

３７ 看護記録       

３８ 診療録等９ －      

３９ リハビリテ

ーション関

係資料 

－      

４０ 診療録等１

０ 

１頁ないし５頁不開示

部分 

 ○ ○ ○ ３頁部分（署名

及び印影部分を

除く。） 

４１ 栄養管理計

画書等 

－      

４２ 意見書６ ① １頁医師印影  ○    

② ２頁及び３頁不開

示部分 

 ○  ○  

４３ 意見書７ １頁医師署名及び印影

，４頁不開示部分 

 ○    

４４ 意見書８ １頁医師署名及び印影

，２頁印影 

 ○   全て 
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４５ 意見書９ １頁医師署名及び印影  ○   全て 

４６ 意見書１０ １頁医師署名及び印影  ○    

４７ 意見書１１ １頁地方労災医員署名

及び印影 

 ○    

４８ 意見書１２ １頁地方労災医員署名

及び印影，２頁地方労

災医員署名及び印影 

 ○    

４９ 医療機関提

出資料１ 

不開示部分全て   ○ ○ 全て 
 

５０ 関係資料 －      

５１ 審査請求関

係資料 

－      

５２ 給付実地調

査復命書 

① １頁不開示部分，

４頁不開示部分 

 ○    

② ６頁及び７頁不開

示部分 

 ○  ○  

５３ 休業補償給

付支給請求

書 

① １頁診療担当者署

名及び印影 

 ○   全て 
 

② １頁事業場印影   ○   

５４ 障害認定調

査復命書 

－      

５５ 障害補償給

付支給請求

書 

① ２頁診断担当者署

名及び印影 

 ○   全て 

 

② １頁事業場印影   ○   

５６ 意見書１３ １頁地方労災医員署名

及び印影，２頁地方労

災医員印影 

 ○    

５７ 障害の状態

について 

－ 

 

     

５８ 適用情報検

索帳票 

１頁不開示部分全て   ○  業種コード，産

業分類，雇用保

険率，一般拠出

金率及び法人番

号の各欄 

５９ 架電・机上

調査復命書 

１頁「調査結果」欄９

行目３文字目ないし１

０行目，４頁及び５頁

不開示部分 

  ○ ○ １頁「調査結果

」欄９行目３文

字目ないし１０

行目 

６０ 意見書１４ ① １頁地方労災医員

署名及び印影 

 ○    

② ３頁不開示部分  ○  ○  

６１ 診療録等１

１ 

① １０頁医師印影，

１３頁医師署名及び印

 ○    
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影，１７頁不開示部分

，１９頁医師印影 

② １４頁不開示部分

，１９頁回答不開示部

分 

 ○  ○ １９頁回答不開

示部分 

③ １１頁事業場印影   ○   

６２ 診療録等１

２ 

－      

６３ 診療録等１

３ 

１０頁及び１２頁医師

署名及び印影，１５頁

及び１６頁医師印影，

１７頁不開示部分 

 ○   １５頁医師印影

，１６頁医師印

影のうち左から

１つ目 

６４ 診療録等１

４ 

① ５２頁及び５８頁

医師印影，６２頁医師

署名及び印影，９１頁

及び９６頁医師印影，

９９頁不開示部分，１

０８頁及び１１０頁医

師印影，１１５頁５行

目の数字部分 

 ○   ５８頁医師印影

，６２頁医師署

名及び印影，９

６頁，１０８頁

及び１１０頁医

師印影 

② ６３頁不開示部分  ○  ○  

③ ５９頁，６０頁，

７０頁ないし７７頁，

８１頁，８３頁，８５

頁，１０２頁及び１０

３頁事業場印影 

  ○   

６５ 症状等の照

会に対する

回報 

① １頁及び２頁医師

署名及び印影 

 ○   全て 

 

② １頁及び２頁医師

回報欄不開示部分 

 ○  ○  

６６ 診療録等１

５ 

７４頁医師回答欄不開

示部分 

 ○  ○ 全て 

６７ 診療録等１

６ 

① １７頁脊椎センタ

ー医師印影，１８頁署

名及び印影 

 ○   １７頁医師印影 

② ２６頁事業場印影   ○   

６８ 診療録等１

７ 

① ９頁ないし１１頁

，１８頁，２３頁及び

２６頁医師印影 

 ○   ９頁，１０頁，

１８頁，２３頁

及び２６頁医師

印影 

② ５１頁医師回報欄

不開示部分，７０頁不

開示部分，７１頁医師

回報欄不開示部分，１

 ○  ○  
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０４頁不開示部分，１

０５頁医師回報欄不開

示部分，１２４頁不開

示部分 

③ １２頁，２１頁，

２２頁，２７頁，２８

頁，３９頁，４８頁及

び５５頁事業場印影，

５８頁医療機関印影，

６４頁，７６頁，８１

頁，８２頁，８９頁，

９１頁，９５頁，１０

１頁，１０９頁，１１

０頁，１２２頁，１２

３頁，１３１頁及び１

３２頁事業場印影 

  ○   

注）理由説明書・別表の文書番号２２，４７，４８及び６０の下線部に誤りが

あったため，当審査会事務局において訂正した。 

 


